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水道事業の経営状況 
 

１ 組織体制 

本市の水道事業運営体制は、常滑市長、建設部長、水道課長、業務チーム及び工務・給水チ

ームにより構成しています。業務チームは、水道料金の収納、検針、経理経営等に関する業

務を担当し、工務・給水チームは、配水施設の整備や維持管理、水質管理に関する業務を担

当しています。 

表3-1-1 水道事業の運営体制（令和８年４月１日現在） 

 

表3-1-2 職員年齢構成（令和８年４月１日現在） 
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２ 水道料金 

本市の水道料金は、量水器（水道メーター）の口径に応じた基本料金と、使用水量に応じた水

量料金の二部料金制による料金体系を採用しています。水量料金については、使用水量が増える

に従い単価が高くなる逓増料金の料金体系となっています。 

本市の水道料金の改定は、県営水道の値上げに付随して行われてきました。平成14年度以降、

消費税率の改定以外に料金改定を行っておりませんでしたが、令和６年10月から県営水道の料金

が２円／㎥値上げされたことにより、令和７年４月から水量料金を２円／㎥値上げしました。令

和８年４月に県営水道がさらに４円／㎥の値上げをしたため、合わせて本市も料金改定をいたし

ました。 

近年の自然災害、大規模地震により、水道施設の老朽化対応、耐震化が急務となっているため、

投資計画と経営状況を的確に捉えて、適正な水道料金を設定します。 

 

水道料金（１円未満切り捨て）＝基本料金（口径別）＋水量料金（使用水量） 

 

表3-2-1 水道料金の料金体系

基本料金（２カ月分）

 

 

【消費税の変遷】 

・３％…平成元年４月１日～ 

・５％…平成９年４月１日～ 

・８％…平成26年４月１日～ 

・10％…令和元年10月１日～ 

水量料金（２カ月、１m3単価） 

 

口径
金額

（消費税込み）

直径13㎜ 880

直径20㎜ 2,002

直径25㎜ 3,322

直径40㎜ 7,326

直径50㎜ 19,096

直径75㎜ 45,980

直径100㎜ 90,860

直径150㎜ 167,860

直径200㎜ 358,600

直径250㎜ 646,800

直径300㎜ 1,049,400
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３ 経営状況 

（１）財政収支の推移 

１）収益的収支 

収益的収支の収入は、料金収入による給水収益が主な項目となり、約８割を占めています。 

収益的収支の支出は、受水費と減価償却費が主な項目となり、約８割を占めています。 

本市では、コロナ禍における空港関連の水利用の減により、令和２年度に給水収益が落ち込

みましたが、その後少しずつ回復傾向がみられます。 

 

図3-3-1 収益的収支（税抜）の推移 
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２）資本的収支 

資本的収支の収入は、負担金と補助金が主な項目となり、１億円程度で推移しています。 

資本的収支の支出は、施設更新に必要な建設改良費と企業債償還金が主な項目となり、支出

額は、４～７億円で推移しています。 

資本的収支の不足分は、損益勘定留保資金（減価償却費の積立）等により補てんしています。 

図3-3-2 資本的収支（税込）の推移 

 
 
３）企業債残高 

企業債残高は、平成25年度以降新規借入れを行っていないため、年々償還が進み、令和２年

度末の7.6億円から令和７年度末に3.8億円まで減少しています。その後、熊野配水場の更新の

ため、令和８、９年度に新規借り入れを行う予定です。 

図3-3-3 企業債残高の推移 
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（２）これまでの主な経営健全化の取組 

本市におけるこれまでの主な経営健全化の取組を示します。 

表3-3-4 経営健全化の取組 

これまでの取組 導入年月 効 果 等 

１．料金徴収業務 収納方法の拡大 随時継続 
お客様サービスの向上 

「口座振替」の推進、コンビニ収納、スマホ決済 

２．経費の削減 企業債の抑制 
平成25 

～令和７ 

企業債の抑制 

利息負担の軽減 

３．定員及び 

給与の適正化 
職員の適正化 随時継続 

「定員適正化計画」に基づいた職員数の適正化 

定年延長、再任用職員の活用 

４．民間委託による

業務の効率化 

民間委託による 

事務の効率化、 

合理化 

平成30年６月～ 
「水道お客様センター」設置、窓口受付業務等委託 

 2023･令和３年１月市役所庁舎を飛香台に移転 

令和２年４月～ 全地区検針業務を委託 

令和７年４月～ 料金調定収納業務、滞納整理業務を委託 

５．健全性の維持 
耐震管路・長寿 

命管路の導入 

平成８年～ 
耐震性能を有するダクタイル鋳鉄管耐震継手を採用 

（φ100㎜以上） 

平成30年～ 
耐震性能を有する水道配水用ポリエチレン管を採用 

（φ50㎜とφ100㎜） 

６．適正な料金 

県水道料金改定

に伴う料金改定 

令和７年４月 

令和８年４月～ 

水量料金単価を２円／㎥値上げ 

水量料金単価を４円／㎥値上げ 

審議会 令和７年９月～ 
水道料金及び下水道使用料審議会条例の制定 

（令和７年９月議会） 

 

（３）経営比較分析表を活用した現状分析 

経営比較分析表を活用した現状分析としては、経常収支比率が120％程度で推移しており、企業

債残高も少なく、健全な経営状況を維持しています。また、施設利用率と有収率が高く、効率的

な運用を維持しています。 

しかしながら、管路経年化率は高く、管路更新率が低いという老朽化の状況から、老朽管路の

更新を計画的に進めていく必要があります。 

令和６年度の経営比較分析表を次ページに示します。令和７年度の経営比較分析表は、令和９

年３月頃ＨＰにて公表いたします。
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